外国籍児童が占める割合の高い浜松市立砂丘小学校における個別指導を必要とする児童への支援のあり方についての実践的研究 by 勝浦 範子 & KATSUMATA Shizuo
  
 
平成 21 年度配分 研究成果の概要 
 
研究名 
[特別研究費（特別研究費名： 外国籍児童が占める割合の高い浜松市立砂丘小学 
校における個別指導を必要とする児童への支援のあり方についての実践的研究）] 
 
配分を受けた 
特別研究費 
文化政策学部長特別研究費       1,118 千円      
研究者氏名 
（代表者） 
学部名 学科名 職 氏   名 
共同研究の 
場合の分担 
文化政策学部 
 
国際文化学科 教授 勝浦範子 支 援 集 団 側 の計
画・実施総轄  
共 
同 
研 
究 
者 
文化政策学部 
 
国際文化学科 教授 永井輝雄 学校運営についての
協力・助言 
文化政策学部 
 
国際文化学科 准教授 広瀬英史 日本語教育について
の協力・助言、日本
語支援を考えた教材
づくり 
     
國學院大學栃
木短期大学 
 教授 渡辺千歳 特別支援についての
研究協力 
浜松市立 
砂丘小学校 
 校長 大石隆示 被支援集団側の計
画・実施 
総轄 
浜松市立 
砂丘小学校 
 発達支援教
育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ
ｰ 
瀬崎康弘 被支援集団側のｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
発表の方
法  
(予定で
可 )  
１国際文化学科 公開講座：多文化社会で生きる  
多文化共生のための教育 ～浜松市砂丘小学
校の事例から～ 
発表日 
（発表 
予定日） 
平成 21年 12月５日 
 
  
 
  
 注：配分を受けた翌年度の 6月末までに提出
研究№ 
（記載不要） 
21―文学―6 
(様式第１号) 
 （研究の目的等）  
 外国籍児童が占める割合の高い浜松市立砂丘小学校において、クラスの運営及び外国籍児童を含
む個別指導を必要とする児童への特別支援の在り方について研究・実践し、地域に貢献する。 
 具体的には、以下の点である。 
１）特別支援教育の実践を行っている地域に赴き、その事例、効果、問題点をまとめる 
２）学生などからなる有償ボランティア組織づくり 
３）学習補助員として働くとともに支援対象児童及びクラスの状況について、観察・記録する。ま
た、必要に応じて情報を提供する 
４）特別支援教育において該当校の教職員と学外の専門家との協力体制の効果について知見を得る 
（研究の実施方法等）  
 上記の１）～４）に添って記す。 
１）東保見小学校、遠州浜小学校、知立東小学校、愛知教育大学 へ出張した 
２）３）１年を通じて学生ボランティアを砂丘小学校へ派遣 
 派遣後、報告書を提出させ、記録をとる 
４）國學院大學栃木短期大学教授渡辺千歳氏から特別支援についてのアドバイスをもらう また、
愛知教育大学日本語リソースルームの協力を得て、算数の語彙調査テストを行った。 
 
（得られた成果等） 
 特別研究申請時に（期待される成果等）として、以下の４点について予定通り一定の成果が得ら
れた。 
①浜松市立砂丘小学校の学校運営の一助となる。 
②学校現場における地域のボランティアの在り方について知見を得る。 
③教職課程の学生、日本語教授法を学んでいる学生、ポルトガル語などの外国語を学んでいる学生
が実践的能力を高める。 
④特別支援教育において該当校の教職員と学外の専門家との協力体制の効果について知見を得る。 
 一方で、新たな視点、解決していかなければならない問題、継続の必要がある問題などが浮上し
てきた。 
 当該学校では、一般の教員の他に、外国人児童対象の加配教員、教員を補助する指導員、補助員
などが複雑なシステムを作り、指導・運営にあたっている。このシステムの要として特別支援教育
コーディネーターが外国籍児童対象の加配教員と共同であたっているのが特徴である。外国人児童
を特別支援対象児の一部と捉えているとも言える。そのため、学生ボランティアの支援の対象は外
国籍児童に限られず、特別支援を必要とする日本国籍児童も対象となる。学校全ての児童支援に関
わるのである。 
 このような状況で、当該学校では本年度、学生ボランティアの受け入れを初めて行った。試行錯
誤の中で、ボランティアの形態として 授業に入る「入りこみ」、「少人数での指導」、「授業後
の補習」それぞれの利点、欠点、また、どの教科の支援が効果的であるかなどが見えてきた。ボラ
ンティア活動の記録、そして、支援対象児童の記録をとることができた。さらに、愛知教育大学日
本語リソースルームの協力を得て、算数の語彙調査テストを行い、その結果を得ることができた。
この調査で、知立東小学校（愛知県）の児童の比較、そして、当該学校における児童の語彙の経年
的実態調査が可能となった。この調査結果については３年以上の経年的変化をみてから発表する。ま
たは、ボランティアの効果とともに、３年以上の経年的変化をみてから、公開講座などの学外の発表の
場で公表する予定である。 
 21 年度の調査を元に、22年度も引き続き支援と調査を行う予定である。 
 
21年度で得られたことをもとに、代表者が本学の公開講座「多文化社会で生きる」タイトル：多文
化共生のための教育 ～浜松市砂丘小学校の事例から～で講演し、地域の方々に公表した。 
 
 
 
